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 Abstract: SDGs のような社会善の達成に向けて、態度変容のみならず当事者意識や自己決定感と

いった変容への主体性に働きかけるエージェント説得手法が求められる。先行研究で態度変容に有効

とされてきた OHC には、社会的存在感の低さという課題が懸念される。そこで我々は、予備調査を

通して OHC による説得の効果と課題を示した上で、エージェント間の会話を観察しつつ時折語りか

けられる「第四の壁を破る OHC」である P-OHC を提案する。66 名を対象に RC・OHC・P-OHC を比

較した結果、P-OHC では OHC よりも社会的存在感を損なうことなく、当事者意識と自己決定感にお

いて高い評価を得ており、環境配慮行動の選択率も最も高かった。本結果は、間接的説得に適度な関

与を加える手法の有効性を示唆する。 

 

1. イントロダクション 

人間が主体的な存在として認知する人工物であるエ

ージェントが、人を説得できる可能性が Foggら[1]に

よって指摘されている。実際に、エージェントがユー

ザを説得することで、ユーザの購買意欲の向上[2]や

安全運転意識の向上[3]といったポジティブな態度変

容を起こす可能性が先行研究にて示されており、エー

ジェントを用いた説得研究が進められている。 

エージェントによる説得には、ユーザの判断を過度

に制約する行動誘導やステルスマーケティングに類す

る問題等の倫理的課題が存在するものの、ユーザがシ

ステムを認識しており、説得が公共利益のために行わ

れる場合には正当化されると考えられている[4][5]。

このような公共的目的のもとで効果的な説得が求めら

れるテーマの 1つに、Sustainable Development 

Goals (SDGs)[6]が挙げられる。SDGsでは、参画型

(自らが当事者として主体的に取り組む在り方)を重視

しており、個人の社会的責任について言及している。

マイボトル利用や節電などの個人で取り組める環境配

慮行動も存在しており、SDGsのような社会善を達成

するには個人の主体的な参加に向けた効果的な説得が

必要である。 

しかし、SDGs達成に向けた説得には被説得者が主

体的な当事者として自らを位置づけにくいという特有

の課題がある。環境配慮行動は、即時的な個人の利得

が得られにくく、受け手が「自分の行動が社会を変え

る」という因果関係を実感しづらいため、内発的動機

の喚起が重要となる[6][7]。 

このような背景から、態度変容のみを目的とした強

制的な説得は望ましくなく、被説得者自身が納得して

主体的に選択できることが必要となる[7][8][9]。し

たがって、SDGsに向けた説得において、単なる態度

変容のみならず、変容に対する主体性(当事者意識や

自己決定感)を育むことが重要である。 

説得場面において有効な手法として、オーバーハー

ドコミュニケーション(Overheard Communication: 

OHC)[10]が挙げられる。OHCは、第三者を説得する様

子を見せることで間接的に説得するコミュニケーショ

ン手法であり、態度変容への有効性が示されている

[3][10][11]。OHCでは説得行為の対象が第三者にな

ることによって、被説得者にとって「誰が説得されて
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いるか」という認識が自分から他者へと変化するた

め、被説得者が直接説得を受けるレギュラーコミュニ

ケーション(Regular Communication: RC)よりも間接

的なアプローチになり、被説得者にとって聞き入れや

すくなる。また、「誰が説得されているか」という認

識は「誰の行動が求められているか」という説得内容

の対象によっても意味的に変わりうると考えられる。

しかし、個人の主体的な参加に向けた説得において、

説得行為や説得内容の対象といった説得コミュニケー

ションの対象が与える影響は明らかになっていない。 

そこで本研究は、エージェントによる当事者意識お

よび自己決定感に効果的な説得を明らかにすることを

目的に、説得コミュニケーションの対象が態度変容お

よび変容に対する主体性に及ぼす効果を分析する。 

2. 関連研究 

2.1 SDGsにおける個人の主体的参加 

2030 年の世界を見据えて持続可能な世界をもたら

すための目標として、持続可能な開発目標

(Sustainable Development Goal :SDGs)が採択された

[6]。SDGs は、貧困や環境問題といった地球規模の課

題を対象としつつも、「誰一人取り残さない」という理

念のもと、政府や企業のみならず、市民一人ひとりの

参画を前提とした枠組みとして位置づけられている。 

SDGsの特徴として、自らが当事者として主体的に取

り組む参画型を重視していることが挙げられている。

この理念は、企業の社会的責任や SDGs 経営といった

文脈で語られることが多い一方で、個人の社会的責任

についても言及されている[6]。SDGs に向けては個人

で取り組める環境配慮行動も存在しており、日常生活

における個人的な環境配慮行動、例えばリサイクルや

マイボトル利用、省エネルギーなどの行動が挙げられ

る。個別の主体の行動を一つひとつは微少なものであ

っても、社会的・時間的に累積すると，膨大な効果が期

待できる[12]。そのため、SDGsのような社会善を達成

するには個人の主体的な参加に向けた効果的な説得が

必要である。 

しかし、SDGsに向けた説得には被説得者が主体的な

当事者として自らを位置づけにくいという特有の課題

がある。環境配慮行動は、受け手が「自分の行動が社会

を変える」という因果関係を実感しづらいため、内発

的動機の喚起が重要となる[6][7]。このような背景か

ら、態度変容のみを目的とした強制的な説得は望まし

くなく、被説得者自身が納得して主体的に選択できる

ことが必要となる[7][8][9]。 

そのうえで重要となる要素が、当事者意識や自己決

定感といった変容に対する主体性である。当事者意識

とは、社会問題を「自分とは関係のない問題」として捉

えるのではなく、「自分自身が関与すべき問題」として

認識する心理的状態を指す。SDGs が対象とする課題は、

その多くが地球規模で抽象度が高く、日常生活との直

接的な結びつきを実感しにくい。そのため、問題が「誰

かが解決すべきもの」として他者化されやすく、個人

の関与が希薄になりやすいことが指摘されている[7]。

実際、環境問題に関する先行研究では、問題の深刻さ

を理解していても、それを自分事として捉えられない

場合、行動には結びつきにくいことが報告されている

[13]。このことから、SDGsに向けた個人の行動を促す

ためには、知識提供や態度変容に加えて、問題への当

事者意識をいかに喚起するかが重要な課題となる。一

方で、当事者であること理解しても、その環境配慮行

動が「やらされているもの」「仕方なく行うもの」と認

識される場合、持続的な参加にはつながりにくい[9]。 

そこで重要となるのが、自己決定感である。自己決

定感とは、行動や選択が外的な強制によるものではな

く、自らの意思によって選ばれたものであるという主

観的感覚を指す[9]。自己決定理論に基づく研究では、

自己決定感が高い行動ほど内発的動機づけが促進され、

行動の継続性や満足感が高まることが示されている

[14]。環境配慮行動や社会貢献行動においても、義務

感や罪悪感による行動よりも、自らの価値観に基づい

て選択された行動の方が、長期的な実践につながりや

すいことが報告されている[15]。 

このように、SDGsのような社会善に向けた個人の参

加を促すためには、単に望ましい行動を提示するだけ

でなく、「自分が関わるべき問題である」という当事者

意識と、「自分自身で選択して行動している」という自

己決定感の双方を育むことが不可欠である。したがっ

て、態度変容や行動変容そのものに加え、これらの変

容に至る主体性を考慮したアプローチが求められる。 

2.2 エージェントによる説得研究 

 Fogg ら[1]は人工物であるエージェントが人を説得

できる可能性を指摘した。エージェントがユーザを説

得することでポジティブな態度変容や行動変容を起こ

す可能性は、様々な先行研究において実証的に検討さ

れてきた。 

エージェントによる説得研究において多く挙げられ

ている場面として、商品推薦場面が挙げられる。

Okafujiら[2]は、購買意欲の向上を目的に、ロボット

エージェントが擬似的な食事行動を実行しながら商品



 

 

 

推薦を行うことで、主観的な発言内容への信頼性が高

まり、結果としてユーザの購買意欲が向上することを

示した。他にも Amada ら[16]は、複数のロボットで擬

似的な群衆を形成することによって、多くの通行人を

同時に呼び止め、滞在させる手法を提案し、広告媒体

としての有効性を示した。 

ほかにも社会善を目的とする場面において研究が行

われている。森川ら[3]は、安全運転の促進を目的とし

て、エージェント同士による運転マナー違反に否定的

な会話の音声を聞かせることで、マナー違反を控えよ

うとする態度や意図が高まることを示した。Berneyら

[17]は、エージェントによるケアベースのエコフィー

ドバックシステムによって、感情的愛着を増大させ、

省エネ行動の増加に繋がることを示した。 

これらのエージェントによる説得研究の多くは、説

得の結果として生じる態度変容や行動変容に主眼を置

いており、被説得者がどのような心理的プロセスを経

てその選択に至ったのか、すなわち当事者意識や自己

決定感が十分に検討されていない。本稿では，被説得

者の態度変容・行動変容時に発生する当事者意識・自

己決定感を「変容に対する主体性」と定義する。この点

に関連して、前田らの研究[18]では、ホテル検索シス

テムを題材として、意思決定時の自己決定感を高める

情報提案を行うエージェントシステムを提案しており、

変容に対する主体性に着目した点で重要な知見を提供

している。しかし、この研究は自由な情報探索を前提

とした意思決定支援を対象としており、SDGs を始めと

する社会善のように、望ましい態度や行動が明確に想

定される説得場面において、エージェントによる説得

が当事者意識や自己決定感にどのように影響するかに

ついては、未だ十分に明らかにされていない。 

2.3 Overheard Communication (OHC) 

OHC[10]は、被説得者を直接説得するのではなく第三

者を説得する様子を見せることで間接的に説得する説

得コミュニケーション手法である。OHCでは、説得行為

の対象が第三者になることによって、被説得者にとっ

て「誰が説得されているか」という認識が自分から他

者へと変化する。その結果、被説得者は自身が直接説

得されているという圧力を感じにくくなり、説得内容

を受け入れやすくなると考えられている。Walster ら 

[10]は、人から人への説得における OHC の効果を検討

し、直接的な説得である RCと比較して、OHCの方が聞

き入れやすく、説得後の態度変容が大きいことを示し

た。Suzukiら[11]は、エージェントから人への説得に

おいても OHC が有効であることを示唆した。商品紹介

場面をシナリオとしたうえで、説得エージェントがユ

ーザに直接購買を説得する RC 条件よりも説得エージ

ェント同士が説得する様子を見聞きする OHC 条件で、

購買意欲が大きくなることを報告した。さらに OHC の

応用研究として、森川ら[3]は、運転中のユーザに背後

からエージェント同士による運転マナー違反に否定的

な会話の音声を聞かせることで、マナー違反をやめよ

うとする意識が向上することを報告した。このように、

OHC は説得行為の対象が第三者になることで、被説得

者にとって「誰が説得されているか」という認識が自

分から他者へと変化し、直接的な説得である RCよりも

間接的なアプローチとなることで、被説得者にとって

聞き入れやすい説得手法である。 

一方で、多くの既存研究は態度変容や行動変容その

ものに主眼を置いており、OHC が変容に対する主体性

に与える影響については、十分に検討されていない。 

3. 予備調査に基づく課題整理と提案 

3.1 予備調査内容と OHCの課題点 

著者らはこれまでに、エージェントによる説得にお

ける Overheard Communication (OHC)の効果について、 

オンライン調査を用いた予備的検討を行っている[19]。

そのオンライン調査では、エージェントによる当事者

意識や自己決定感に効果的な説得を明らかにするため、

エージェントによる社会問題への取り組みの説得を、

「説得行為の対象」(直接的説得・エージェント同士の

会話による間接的説得(OHC))と「説得内容の対象」(社

会全体・個人)の組み合わせ 4条件用意し、400人を対

象に参加者内比較を行った。その結果、個人に向けた

説得が OHC によって行われることが、当事者意識、態

度変容、自己決定感に効果的であることが示唆された。 

 しかし OHC の効果が示された一方で、OHC において

は、ユーザが状況を俯瞰するあまり、エージェント 2体

の存在や彼らが会話する状況そのものを不自然に感じ

ることも指摘された。これは、エージェントの社会的

存在感(コミュニケーションにおいて相手を実在する

と認識する程度)[20]が低いことを意味していると考

えられ、このデメリットは、社会実装のうえで、説得効

果に対する障壁になることが懸念された。 

3.2 第四の壁と社会的存在感 

3.1 項で述べた、状況そのものを演技だと思ったり

不自然に感じたりして「違和感を覚える」という OHCの

課題を理論的に整理するため、著者らの先行研究[18]

において OHC に対して「演技のように感じられる」と



 

 

 

いった指摘された点に着想を得て、「第四の壁」という

概念に着目する。第四の壁とは、舞台の左右および背

後の三つの壁に加えて、舞台前面の俳優と観客の間に

存在する想像上の見えない壁を指す概念である[21]。

演劇において俳優は観客が存在しないものとして振る

舞い、観客は舞台上の出来事を外部から覗き見る立場

に置かれるとされている。 

また、「第四の壁を破る」とは、第四の壁の慣習が破

られる演出を指す[21]。具体的には、登場人物が観客

の存在を自覚して直接語りかけることやカメラに視線

を向ける行為などが挙げられる。中でも、舞台上を一

時停止させたり暗転させたりした後に、特定人物のみ

が観客に直接語りかける手法は、第四の壁の破壊にお

ける典型表現の一つとされている[22]。 

このような第四の壁を破る手法は、観客を単なる受

動的な観察者ではなく、出来事に関与する存在として

位置づける試みとして用いられてきた[23]。実際に、

Shiら[24] は、データストーリーテリングの文脈にお

いて、第四の壁の破るインタラクションが、自己物語

との結びつきや没入感、ユーザの関与を高め、情報の

理解と記憶を促進する可能性を示している。 

この第四の壁の概念は、エージェントによる説得コ

ミュニケーションにも適用可能であると考えられる。

RCは、実験参加者とエージェントが同一の空間を共有

し、参加者が直接語りかけられる構造を持つ。一方で、

OHC では、実験参加者はエージェント同士のやり取り

を第三者として観察する立場に置かれ、説得場面との

間に明確な距離、すなわち「第四の壁」が存在している

と解釈できる。そこで、OHCによる間接的な説得コミュ

ニケーションにおいても、「第四の壁を破る」演出を取

り入れることによって、参加者の関与や没入感、さら

にはエージェントの社会的存在感を高められる可能性

があると考えられる。 

3.3 P-OHCの提案 

以上の議論を踏まえ、本研究では、「第四の壁を破る」

演出によって被説得者への関与を付加した新たな説得

手法として、参加型オーバーハードコミュニケーショ

ン(Participatory Overheard Communication：P-OHC)

を提案する。P-OHCは、基本的には OHCと同様に、説得

エージェントが被説得エージェントに向けて説得を行

う構造を持つ。しかし、その過程において、被説得エー

ジェントがユーザに対して直接語りかけるフェーズを

挿入することで、ユーザが一時的に説得場面に関与す

る機会を設ける点が特徴である。これは、OHCにおいて

存在していた第四の壁を、部分的かつ一時的に破る試

みと位置づけられる。 

構造的に整理すると、RCではユーザとエージェント

が同一空間で直接対話する形式であり、OHC ではユー

ザは第四の壁越しに説得場面を覗き見る立場に置かれ

る。それに対して P-OHC では、第四の壁が破られる局

面を設けることで、ユーザが観察者としての立場を保

ちつつ、説得場面の内部と接触する瞬間が生じる。こ

の設計により、俯瞰的理解と当事者的関与の両立が可

能になると考えられる。本研究では、RC、OHC、P-OHCを

比較する対面実験を通じて、P-OHCの効果を検討する。 

4. 実験 

本実験では、説得コミュニケーションの関与度の違

いが、態度変容に対する主体性および実際の行動選択

に及ぼす影響に着目する。本実験の目的は、間接的説

得であるOHCに被説得者への関与を付加したP-OHCが、

当事者意識および自己決定感、ならびに主体的な行動

の選択にどのように作用するのかを明らかにすること

である。 

4.1 実験仮説 

仮説は以下の通りである。 

H1:社会問題に対して、P-OHCは、RCおよび OHCより 

も高い当事者意識をもたらす 

H2:エージェントに対して、P-OHCおよび RCは、OHC 

よりも高い社会的存在感をもたらす 

H3:説得内容に対して、P-OHCにおいて最もポジティ 

ブな態度変容が起こる 

H4:説得内容への態度の意思決定において、P-OHCお 

よび OHCは、RCより高い自己決定感をもたらす 

H5:説得内容に含まれる行動の選択率は、P-OHCにお 

いて最も高くなる 

4.2 実験条件 

本実験では、説得コミュニケーションにおける参加

者の関与度の違いに基づき、以下の 3条件を設定した。

1つ目の RC条件では、エージェントが実験参加者に向

かって直接説得を行う。2つ目の OHC条件では、説得エ

ージェントが被説得エージェントを説得する様子を実

験参加者が見聞きする。3つ目の P-OHC条件では、実験

参加者は、説得エージェントが被説得エージェントを

説得している様子を見聞きする過程において、被説得

エージェントから時折直接語りかけられる。 

 

 



 

 

 

4.3 システムデザイン 

・対面実験におけるエージェント操作方法 

本実験はエージェントとの対話を含むことから、対

話システムシミュレーション手法の Wizard of OZ  

(WoZ)法[25]を用いてエージェント操作を行った。WoZ

法では、システムの背後で人間がネットワーク越しに

操作を行い、システムが自律的に応答しているかのよ

うにユーザと対話を行う。WoZ法による操作のため、参

加者の回答(選択式)に応じて、再生するエージェント

の動画をリアルタイムに切り替える方式を採用した。

実験室は図 1(a)に示すように仕切られており、実験者

は図 1(b)に示した仕切りの内側で PC を操作すること

で、投影する動画をリアルタイムに切り替えた。 

 

(a)実験参加者側     (b)実験者側 

図 1 実験室の様子 

・エージェントデザインおよびシナリオ設計 

Adobe Character Animator1を用いて 2Dエージェン

トを制作し、エージェントが児童労働問題について説

得を行う動画を作成した。リップシンク、目の表情、頷

き、腕の上げ下げといった動作を設定した。 

シナリオは、①説得テーマの概要, ②客観的データ

や現状, ③対策しなければならない理由, ④個人で取

り組める対策 の 4パートから構成した。説得の流れお

よび提示情報量、そして参加者のアクションのタイミ

ングと回数は全条件で統一した。参加者 1 名につき 1

条件を体験する参加者間計画とした。 

・条件別の提示形式 

RC 条件では、1 体の説得エージェントが参加者に語

りかけるデザイン(図 2(a))とした。参加者の発話ター

ンでは回答の選択肢(図 2(b))を提示し、参加者は自ら

の考えに近い選択肢を読み上げるものとした。 

 

(a)語り掛け      (b)選択肢提示 

図 2 エージェントのデザイン(RC条件) 

OHC 条件では、図 3(a)のように、説得エージェント

(左)が被説得エージェント(右)に向かって語りかける

様子を見るデザインとした。他条件と、ユーザのアク

ション回数を揃えるため、図 3(b)のような「次へ」と

いう表示に合わせて参加者がボタンを押すことで次に

進む形式とした。 

 

(a)エージェント同士の会話   (b)進行操作 

図 3 エージェントのデザイン(OHC条件) 

P-OHC 条件では、基本的に OHC 条件と同様、図 4(a)

のように説得エージェント(左)が被説得エージェント

(右)に語りかける。一方で時折、被説得エージェント

が思案した後に場面が暗転し、参加者に語りかける「第

四の壁の破壊」(図 4(b))を取り入れた。参加者の発話

ターンでは、図 4(c)のような回答の選択肢から選び読

み上げるものとした。被説得エージェントの応答後、

場面が明転して(図 4(d))エージェント間の会話が再開

する構成とした。 

 

(a)エージェント同士の会話 (b)第四の壁の破壊 

 

(c) 選択肢提示       (d)明転 

図 4 エージェントのデザイン(P-OHC条件) 

・シナリオ例 

実際に使用したシナリオの全編は付録の図 A～図 C

に掲載するが、具体例として次頁の図 5～図 7に、ある

回答が選択された場合のシナリオの一部を条件別に示

す。図中の Aが説得エージェント、Bが被説得エージェ

ントのセリフを示し、Xは実験参加者の回答を示す。な

お、オレンジ色のセリフは実験参加者の回答に応じて

変化するセリフであり、影付きのパートは「第四の壁

の破壊」の演出中(場面暗転時)である。 

 

 

1: Adobe Character Animator, https://www.adobe.com/jp/products/character-animator.html 



 

 

 

 

図 5 シナリオ例一部抜粋「児童労働問題(RC条件)」 

 

図 6 シナリオ例一部抜粋「児童労働問題(OHC 条件)」 

 

図 7 シナリオ例一部抜粋「児童労働問題(P-OHC条件)」 

 実験 1 と同様、RC 条件(図 5)では、説得エージェン

トのみが実験参加者側に語り掛ける形式とし、OHC 条

件(図 6)では、説得エージェントと被説得エージェン

トが対話する形式とした。そして P-OHC 条件(図 7)で

は、説得エージェントと被説得エージェントの対話を

基本構成としつつ、被説得エージェントが時折思案す

る様子を示し、場面が暗転した後に正面を向いて実験

参加者に語りかけるフェーズを挿入した。 

統制のため、3条件間において、主張の概要や提示す

る情報量は揃えることとした。RC条件および P-OHC条

件では、実験参加者の選択した回答に基づいてエージ

ェントの反応が変化するが、その差異は冒頭部分の繋

ぎ表現(図 6 および図 7 のオレンジ色で示したセリフ)

のみに限定した。また、被説得エージェントの態度に

よる影響を避けるため、相槌や簡単な疑問文といった

中立的な発話に限定した。ただし最終的には被説得エ

ージェントが説得内容に納得する構成とした。 

4.4 実験手順 

事前アンケートへの回答後、エージェントによる説

得コミュニケーションのタスクに参加する。エージェ

ントが児童労働問題に対して個人でできる取り組み

(フェアトレード商品の購買や活動団体への寄付)を行

うことを説得している様子の映像を視聴する。選択肢

から選び返答したりボタンを押して話を進めたりする

などの操作を通して、説得コミュニケーションに参加

する。実験条件 1 条件のみを体験した後、アンケート

を通して主観評価項目に対する回答を行う。 

回答後、フェアトレード商品の購買を模擬したミニ

タスクに参加する。参加者は、「謝礼から価格分の金額

を差し引くことで、フェアトレード商品のチョコレー

トを購入することができる。購入するかを選択できる

とともに、定価価格に上乗せした金額を支払う場合、

上乗せ額は SDGs 活動団体に寄付される。」というシナ

リオを聞いた後、購買の有無・寄付の有無と寄付金額

を回答する。行動選択へのミニタスクが模擬的である

ことは回答終了後に説明され、回答内容によらずチョ

コレートは渡されない。ミニタスクを含めて全て完了

した後、デブリーフィングを行い、実験終了となる。 

4.5 評価方法 

評価項目は、大きく分けて、個人特性、エージェント

による説得コミュニケーションに対する主観評価、ミ

ニタスクにおける行動選択、デブリーフィングにおけ

る半構造化インタビューの 4 つであった。具体的な項

目を以下に示す。 

＜個人特性＞ 

・性別と年代の取得 

・TIPI-J[26]によるパーソナリティの評価 

・MES10項目短縮版[27]による共感性の評価 

・児童労働問題への意識（7件法） 

＜説得コミュニケーションに対する主観評価＞ 

当事者意識 (高橋らの研究[28]を参考・7件法) 

・この話を聞いて、自分も児童労働問題と無縁ではな 

いだろうと感じた 

・この話で説明されている児童労働問題は、人ごとと 

は思えない 

・この話を聞いて、児童労働問題の改善のために自分 

としても色々考えていかなければならないと思った 

態度変容 (10段階評価) 

・この話を聞いて、児童労働問題問題の改善のために、 

個人でできる取り組みをしていこうと思いましたか 

 



 

 

 

社会的存在 (Bailensonら [29]・7件法) 

・エージェントが私と同じ世界にいる感覚がする 

・エージェントは私のことを見たり私の存在を認識し 

たりできると感じる 

・エージェントは本物の人間ではないという考えがよ 

く浮かぶ 

・エージェントにはまるで意識があって生きているよ 

うに見える 

・エージェントは単なるコンピュータ画像であって、 

人間のように感じられない 

自己決定感 (前田らの研究[30]を参考・7件法) 

・意思決定するにあたり、誰かに誘導されたと感じる 

・意思決定するにあたり、自分自身の判断が影響した 

・意思決定の内容に満足している 

＜ミニタスクにおける行動選択＞ 

・ご自身の謝礼を使ってフェアトレードチョコレート 

(340円)を購入しますか？(はい/いいえ) 

・チョコレートの 340円から上乗せしてお支払いいた 

だくと、追加額を、児童労働問題を解決するための 

活動団体(UNICEF)に寄付します。謝礼からさらにお 

支払いして、寄付しますか？(はい/いいえ) 

・340円に上乗せして、いくら寄付されますか？  

＜デブリーフィングにおける半構造化インタビュー＞ 

該当した説得コミュニケーション条件の印象、主観

評価項目への回答理由、ミニタスクの行動選択理由な

どについて半構造化インタビューを行った。 

4.6 実験参加者 

実験参加者は 20代の男女 66名(男性 33名・女性 33

名)とした。各条件に 22 名(男性 11 名・女性 11 名)ず

つを割り当てる参加者間比較とした。実験参加者数は、

大程度の効果量(Cohen’s f = 0.40)を確保できる人

数を算出して設定した。 

4.7 倫理的配慮 

全実験参加者に対して本実験に関する説明書と同意

書を配布し、書面での同意を得てから実験を行った。

また、慶應義塾大学理工学部・理工学研究科研究倫理

審査委員会規定に基づき、データは個人との照合がで

きないよう暗号化し、分析した。(承認番号：2025-070) 

5. 結果 

66名のデータに対して、主観評価項目(当事者意識, 

社会的存在感, 態度変容, 自己決定感)を従属変数と

して、説得コミュニケーション(RC, OHC, P-OHC)を独

立変数とする 1要因分散分析を行った。主効果が有意

であった場合には、Tukey の HSD 法による事後検定を

行い、効果量(Cliff’s δ)を算出した。また、行動選

択（「購買無」「購買有・寄付無」「購買有・寄付有」）に

ついて、説得コミュニケーション(RC, OHC, P-OHC)と

の関連を検討するため、カイ二乗検定を行った。効果

量としてクラメールの連関係数を算出した。有意水準

はいずれも 5%とする。 

5.1 分散分析結果 

＜当事者意識＞ 

各条件における平均値および標準偏差を下の表 1 に

示す。1 要因分散分析の結果、条件の主効果が 5%有意

であった(F=3.573, p=.034,  𝜂𝑝
2=.102)。 

表 1 当事者意識の平均値および標準偏差

 

Tukey の HSD 法による事後検定を行った結果を表 2

と図 8に示す。P-OHC条件は RC条件よりも当事者意識

が有意に高かった(p=.046)。RC条件および P-OHC条件

と OHC 条件の間には有意差は見られなかったが(RC-

OHC: p>.05, P-OHC-OHC: p>.05)、P-OHC条件の方が OHC

条件のよりも高い有意傾向が示唆された(p>.05 かつ

p<.10)。 

表 2 Tukeyの HSD法による事後検定(当事者意識) 

 

 
 

図 8 当事者意識の推定周辺平均±SE 

＜社会的存在感＞ 

 1要因分散分析の結果、条件の主効果が 1％有意で

あった(F=7.282, p=.001,𝜂𝑝
2=.188)。Tukeyの HSD法

による事後検定を行った結果を次頁の表 3と図 9に示

す。OHC条件は RC条件および P-OHC条件よりも社会

的存在感が有意に低く(OHC-RC: p=.006, OHC-P-OHC: 

p=.003)。一方で、RC条件と P-OHC条件との間には有

意差は認められなかった(p>.05)。 

RC条件 OHC条件 P-OHC条件 

当
事
者
意
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表 3 Tukeyの HSD法による事後検定(社会的存在感) 

 

 

 

図 9 社会的存在感の推定周辺平均±SE 

＜態度変容＞ 

 1要因分散分析の結果、条件の主効果が 5％有意で

あった(F=4.889, p=.001,𝜂𝑝
2=.13)。Tukeyの HSD法に

よる事後検定を行った結果を表 4と図 10に示す。P-

OHC条件は RC条件および OHC条件より有意に高かっ

た(P-OHC-RC: p=.013, P-OHC-OHC: p=.048)一方、RC

条件と OHC条件の間に有意差は認められなかった

(p>.05)。 

表 4 Tukeyの HSD法による事後検定(態度変容) 

 

 

 

図 10 態度変容の推定周辺平均±SE 

＜自己決定感＞ 

1要因分散分析の結果、条件の主効果が 0.1％有意

であった(F=7.820, p<.001,𝜂𝑝
2=.199)。Tukeyの HSD

法による事後検定を行った結果を右上の表 5と図 11

に示す。RC条件は OHC条件および P-OHC条件よりも

自己決定感が有意に低かった(RC-P-OHC: p=.005, RC-

P-OHC: p=.002)。一方で、OHC条件と P-OHC条件との

間には有意差は認められなかった(p>.05)。 

 

表 5 Tukeyの HSD法による事後検定(自己決定感) 

 

 
 

図 11 自己決定感の推定周辺平均±SE 

5.2 行動データについての分析 

表 6 に条件ごとの購買行動および寄付行動の選択人

数を示す。なお括弧内は、購買行動を選択した人の割

合(赤字)および購買行動を選択した人のうち寄付行動

を選択した人の割合(青字)である。 

表 6 条件ごとの購買行動および寄付行動の選択人数 

 

購買行動および寄付行動について、P-OHC 条件での

選択者が最も多かったものの、実験条件と行動データ

(行動３パターン)についてカイ二乗検定を行った結果、

条件間の分布の差は統計的に有意ではなかった

(χ2(4)=7.422, p =.115)一方で、効果量として算出し

たクラメールの連関係数 は 0.237 と 0.2 以上であり、

中程度の連関を示す値であった。 

6. 考察 

 H1について、P-OHCの方が RCよりも有意に当事者意

識が有意に高い(p<.05)ことのみが示されたことから、

部分的に支持された。本実験において OHC と P-OHC の

当事者意識に有意差はなかった一方で、P-OHC の方が

OHC よりも有意に高い傾向 (p<.10)が示されている。

RC において当事者意識が低く評価された理由として、

当事者意識を持つうえで心理的反発がないことが重要

であったからであると考えられる。デブリーフィング
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では、RCについて「受け入れにくいから自分事に思え

なかった」と回答した参加者は 22 名中 8 名であった。

一方、OHCや P-OHCにおいては「聞き入れやすかったか

ら納得できた」という回答が多く見られた。このこと

から、OHC のように俯瞰しやすいことよりも心理的反

発がリスクとして大きいため、P-OHC と OHC の差より

も、P-OHCと RCの差が見られたと考えられる。 

H2について、RCおよび P-OHCの方が OHCよりも社会

的存在感が有意に高いこと(p<.01, p<.01)から支持さ

れた。この理由として、OHCにおいては参加者との直接

的な関係性は形成されなかったことが考えられる。デ

ブリーフィングでは、OHCについて、「状況を俯瞰して

捉えたためリアルに感じられなかった」と回答した参

加者が 22名中 15名を占めていた。その一方、RCおよ

び P-OHCについて、「直接会話ができたためリアルに感

じられた」と回答する者が過半数を占めた。このこと

は、著者らの先行研究[19]で OHC の課題として指摘さ

れていた「状況に対する違和感」や「社会的存在感の不

足」が、被説得エージェントとの対話を含む第四の壁

を破る演出によって緩和された可能性を示唆している。 

H3について、P-OHCの方が RCおよび OHCよりも社会

的存在感が有意に高いこと(p<.05, p<.05)から支持さ

れた。これは、P-OHCにおいて、参加者は完全な観察者

でも完全な当事者でもない中間的な立場に位置づけら

れるため、RCに見られるような直接的説得による圧迫

感を回避しつつ、OHC で不足していた関与感や社会的

存在感を補うことが可能になったからであると考えら

れる。実際に、態度形成の理由として、デブリーフィン

グでは、「自分が言われているから」「直接会話ができ

たから」といった RCに共通する利点と「直接求められ

ていないから」といった OHC に共通する利点の双方が

P-OHCにおいて確認された。 

H4について、P-OHCおよび OHCは RCよりも自己決定

感が有意に高いこと(p<.01, p<.01)から支持された。

この理由として、P-OHCおよび OHCにおいて、自分自身

が直接説得されている感覚を持ちにくいからであると

考えられる。デブリーフィングでは、OHCおよび P-OHC

の共に「直接求められていないから自分で決めたと感

じられた」と回答する者が過半数を占めた。 

以上より、いずれの主観評価項目においても、P-OHC

は RCおよび OHCより低くない評価を得ており、主観評

価全体において評価を得られたと言える。 

 さらに H5については、P-OHC において、購買行動お

よび寄付行動の選択をした者が最も多かったものの、

統計的には支持されなかった。ただし、効果量の観点

からは、説得コミュニケーションと行動選択に連関が

見られた。この結果は、P-OHCが、主観評価のみに影響

するような説得手法でなく、行動レベルでの意思決定

にも影響を及ぼし得ることを示唆している。P-OHC が

変容における主体性にも有意であったことから、態度

がより内在化していたためであると考えられる。実際

に、デブリーフィングでは、P-OHCにおいて、行動選択

にあたって「気持ちが動かなかった」とする回答する

者は 3名と、最も少ない結果となっていた。 

以上の結果を総合すると、P-OHC は、対面環境にお

いて顕在化した OHC の「社会的存在感の欠如」という

課題を克服しつつ、主体的な態度変容の促進と行動選

択の促進の両方に有効な説得手法であると考えらえる。 

6.3 研究の限界 

 本研究の限界と今後の課題として、第一に、実験参

加者が日本人の 20 代 66 名に限定されていた点が挙げ

られる。今後はより多様な文化圏および年齢層を対象

に検討が求められる。 

 第二に、本研究における被説得エージェントの応答

内容は、被説得エージェントの態度による影響を避け

るため、相槌や簡単な疑問文といった中立的な発話に

限定した。しかし、被説得エージェントの発話内容や

思想の設定を精緻化するうえでは、Heiderのバランス

理論[31]も考慮する必要があると考えられる。バラン

ス理論は三者間の関係性において、肯定的感情(＋)と

否定的感情(－)の組み合わせにより認知的安定性が決

まるとする理論である。つまり、被説得エージェント

の説得内容に対する意見や説得エージェントへの態度

が、被説得者にとって肯定的なものであるか否定的な

ものであるかによって、被説得者の受け止め方や説得

効果が変化する可能性があるため、今後はその影響に

ついても検討する余地がある。 

 第三に、本研究では、被説得者の関与の度合いにつ

いて、RC、OHC、P-OHCという離散的条件を設定したが、

関与の度合い自体は本来連続的な次元として捉えられ

る可能性がある。P-OHC は、完全な観察者でも完全な

当事者でもない中間的な立場を意図して設計されたが、

その「中間性」の程度については十分に検討できてい

ない。今後は、関与の度合いをより細かく段階化する

ことで、説得効果や主体性が最大化される「適切な関

与水準」が存在するのか検討することが求められる。 

 最後に、本研究では WoZ 法を用いてエージェントと

の対話を実装したが、実社会での応用を見据えると、

対話の自動化は不可欠である。今後は、生成 AIを用い

た対話生成を組み込むことで、より拡張性の高い説得

コミュニケーションの検証を行うことが求められる。 



 

 

 

7. 結論 

本研究では、SDGsのような社会善に向けた個人の取

り組みを促すため、エージェントによる説得コミュニ

ケーションの対象が、態度変容のみならず、当事者意

識や自己決定感といった変容に対する主体性、さらに

は行動選択にどのような影響を及ぼすのか検討した。 

予備調査により示唆された、OHC における社会的存

在感の低さや没入の弱さといった課題を理論的に整理

する枠組みとして、本研究では演劇理論における「第

四の壁」の概念に着目した。本研究では、OHCに「第四

の壁を破る」演出を部分的に導入し、被説得者への関

与を付加した新たな説得手法として P-OHC を提案した。 

対面実験において RC、OHC、P-OHC を比較した結果、

P-OHCは、社会的存在感を OHCよりも損なうことなく、

当事者意識、態度変容、自己決定感いずれにおいても、

RCおよび OHCより低くない評価を得ており、主観評価

全体において評価を得られた。さらに行動選択におい

ても、統計的には支持されなかったものの、説得コミ

ュニケーションと行動選択に連関が見られ、P-OHC に

おける行動選択者が最も多かった。これらの結果は、

P-OHCが RCと OHCの利点を保持しつつ、その課題を補

完する説得構造であることを示唆している。 

以上の結果から、P-OHCは、被説得者を完全な観察者

でも完全な当事者でもない中間的な立場に位置づける

ことで、説得場面への適度な関与が生まれ、態度変容

だけでなく、その変容に対する主体性が促したと解釈

できる。本研究の知見は、SDGsに代表される社会善に

向けて、個人の主体的な参加や行動変容を促すエージ

ェント設計に対し、重要な示唆を与えるものである。

エージェントを単なる情報提示主体としてではなく、

説得場面における被説得者の認知を調整する媒介的存

在として設計することが、より効果的で持続的な説得

コミュニケーションの実現につながると期待される。 
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付録 

 

図 A シナリオ 1「児童労働問題(RC条件)」 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 B シナリオ 2「児童労働問題(OHC条件)」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 C シナリオ 3「児童労働問題(P-OHC条件)」 

 


